
法第４３条第２項第１号及び第２号に係る申請の手続きについて 

 

１ 申請書 【認定】法第４３条第２項第１号：法施行規則 第４８号様式 正・副  

【許可】法第４３条第２項第２号：法施行規則 第４３号様式 正・副  

※市ホームページに掲載しています。 

トップページ > 市政情報 > 申請書ダウンロード > 建物を建築するとき（申請書） 

 > 許可・計画通知等の関係書類 

２ 申請手数料 【認定】法第４３条第２項第１号：２７，０００円  

【許可】法第４３条第２項第２号：３３，０００円  

※申請受付時に市が作成する納付書により銀行で納付してください。 

３ 申請にあたって ※１の申請書様式の正本・副本各一部ずつに、次の書類を番号順に添付して提出してください。 

※申請内容により、一部の書類は不要の場合があるのでその都度確認してください。 

※申請書（正本・副本）は、それぞれ紙ファイル（Ａ４）を使って綴じてください。 

４ 添付書類 ※○：必要 △：不要となる場合がある －：不要 

添付図書又は書面 認定 許可 

⑴ 委任状 △ △ 

⑵ 申請の理由書 ○ ○ 

⑶ 付近見取り図 ○ ○ 

⑷ 字限図（公図） ○ ○ 

⑸ 土地の登記簿の写し ○ △ 

⑹ 通路協定書の写し △ △ 

⑺ 敷地の周辺の道路その他の空地の状況を示した図面（通路等の現況図） ○ ○ 

⑻ 現況写真（敷地、通路等、建築基準法上の道路） ○ ○ 

⑼ 配置図 ○ ○ 

⑽ 各階平面図 ○ ○ 

⑾ 2 面以上の断面図 ○ ○ 

⑿ 2 面以上の立面図 ○ ○ 

⒀ 各面積求積図・表（敷地面積求積図、建築面積求積図、各階床面積求積図、各計算表） ○ ○ 

⒁ 仕上げ表（準耐火リスト） － △ 

⒂ 道の関係権利者の承諾書（許可の場合は協定者全員の承諾書） △ △ 

⒃ 包括同意基準チェックリスト － ○ 

注： 

① 添付図書に示す事項は、建築基準法施行細則を確認すること。 

【認定】法第４３条第２項第１号：第２１条第１号 【許可】法第４３条第２項第２号：第１７条第１項及び第２項第１号 

② 添付図書には、建築基準法施行規則第１条の３に規定されている集団規定に係る事項を示すこと。 

③ 許可条件（構造・階数等）がつく場合があるので、許可申請前に確認しておくこと。 

④ 申請前に書類を預かり、現地調査を行い、内容を確認する場合があるので、十分な相談期間を確保すること。 

⑤ 現地で通路協定線の位置を確認するための起点となる明示がない場合は、中心鋲を入れる必要性があるため、十

分な協議期間を確保して事前に相談すること。 

⑥ 関係法令・条例（都市計画許可・最低敷地面積等）については、事前に関係課と協議を済ませておくこと。 

⑦ 兵庫県が定める建築基準条例第４条により接道長さが付加される用途（事前に確認申請提出先と協議のこと）に供す

る建築物は、同条ただし書の認定申請書を許可申請と同時に提出すること。 

⑧ 確認申請書を提出する際は、許可通知書の写しを添付しておくこと。 



法第４３条第２項第２号の許可に係る手続きの流れ 

※法第４３条第２項第１号の認定に係る手続きについては個別にご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可対象に係る事前打合せ（敷地面積５００㎡以下に限る） 

現地 調査 

再協定の必要性協議 

新規に通路協定書作成 既に通路協定されているもの 

協定書提出 

協定書作成 

法第４３条第２項第２号許可申請書提出 

再協定必要 

包括同意基準に該当しない   

開発指導課 

事前協議書提出 

確認申請書提出 (許可通知書(写し)及び協定書（写し）を添付) 

再協定不要 

決 議 

包括同意基準に該当   

同 意 

建築審査会 

消防同意 

許 可 

※調査の結果、協定不可となる
場合があります。 

※押印前に、市の確認を受けてください。 

法第４３条第２項第２号許可申請に係る事前協議 

※事前協議には時間を要することが多いため、十分な協議期間を確保してください。 



[例１]  

認定申請理由書 
 

  年  月  日  

 

特定行政庁 

尼 崎 市 長 様 

 
申請者 

住所             

 

氏名              

 

今般、自己所有地（尼崎市○○○町○○丁目○○番）において、建築計画をしております。 

計画敷地前面の道は、建築基準法上の道路ではありませんが、建築基準法施行令第１０条の

３第１項第○号に定められている○○○○○○○○○○○○する道に該当します。 

また、計画建築物は、延べ床面積が５００㎡以内の〇〇〇〇〇〇であり、建築基準法施行令

第１０条の３第３項の規定に適合しています。 

ついては、建築基準法第４３条第２項第１号による認定についてご配慮いただきますようお

願いいたします。 

以 上   

 

【参考】建築基準法施行令第１０条の３第１項 

第１号 農道その他これに類する公共の用に供する道 

第２号 令第１４４条の４第１項各号に掲げる基準に適合する道 



[例２]  

許可申請理由書 
 

  年  月  日  

 

特定行政庁 

尼 崎 市 長 様 

 
申請者 

住所             

 

氏名              

 

今般、自己所有地（尼崎市○○○町○○丁目○○番）において、木造２階建て（準耐火建築

物）の専用住宅の新築を計画しておりますが、計画敷地前面の道は建築基準法上の道路ではあ

りません。 

このため、現状の通路の安定性と安全性の確保を図る為、平成○○年○○月○○日付で○○

○○氏を含む当時の利害関係者全員で現状の通路（幅員４メートル未満）について、将来建替

え時において４メートル以上の幅員とする旨の通路協定をしております。 

ついては、この通路協定内容を必ず守り、建替え時は工作物等を後退させ前面の道の幅員を

４ｍ以上確保いたしますので、建築基準法第４３条第２項第２号による許可についてご配慮い

ただきますようお願いいたします。 

以 上   

 

 

 

 

 

 

 

 

 



[例３]  

許可申請理由書 
 

  年  月  日  

 

特定行政庁 

尼 崎 市 長 様 

 
申請者 

住所             

 

氏名              

 

今般、私は○○○○氏所有の土地（尼崎市○○町○○丁目○○番）を購入し、木造○階建て

（一部鉄骨造）の専用住宅を新築する目的で、現在、所有権移転の手続き中です。  

しかし、計画敷地前面の道は建築基準法上の道路ではありません。 

このため、現状の通路の安定性と安全性の確保を図るため、平成○○年○○月○○日付で○

○○○氏を含む当時の利害関係者全員で現状の通路（幅員４メートル以上）について、将来と

も現状の幅員を確保する旨の通路協定をしております。 

私も、当時の通路協定内容を引き継ぎますので、建築基準法第４３条第２項第２号による許

可についてご配慮いただきますようお願いいたします。 

以 上   



【チェックリスト】 ※事前協議の提出前にチェックボックス（□）で記載漏れ等がないかの確認にご活用下さい。 

添付図書又は書面 確認項目 

申請書 

【第２面】 

□第５欄  ：「道路」を「通路等」として幅員を記入。 

※通路協定が締結されている場合は、協定通路幅員とする。 

□第６欄ハ：建築基準法第５２条第２項の規定による建築物の容積率は「道路」を「通路等」

と読替えて適用した数値を記入。 

【第３面】 
□第７欄  ：許可条件で耐火建築物又は準耐火建築物とすることが要求される場合は、該当

する性能（例：準耐火建築物）を記入。 

⑴ 委任状 ※代理者が申請・受領する場合に添付。 

⑵ 申請の理由書 ※別添の例を参照。 

⑶ 付近見取り図 □建築敷地の位置 （敷地の位置を赤線で示し、「建築敷地」と記入。） 

□敷地周辺の法第４２条の道路の位置（道路を着色し、道路種別を記入。） 

□通路等の位置（通路等を着色し、種別を記入。） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑷ 字限図（公図） □建築敷地の位置 （敷地の位置を赤線で示し、「建築敷地」と記入。） 

□敷地周辺の法第４２条の道路の位置（道路を着色し、道路種別を記入。） 

□通路等の位置（通路等を着色し、種別を記入。） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑸ 土地の登記簿の

写し 

□通路協定締結時の協定者以外が申請する場合 

□建築敷地の登記事項証明書の写し  ※３カ月以内に取得したもの 

□現所有者から所有権移転を前提にする場合（所有権移転後の所有者が申請者） 

□売買契約書の写し 

□土地所有者が親族等申請者と異なる者である場合 

  □土地所有者の承諾書 

※通路協定者本人が申請する場合は添付不要 

⑹ 通路協定書の写し □通路協定書（法第４２条の道路から敷地前面まで複数の通路協定がある場合は全て添付。） 

⑺ 敷地の周辺の道

路その他の空地の状

況を示した図面 

（通路等の現況図） 

□法第４２条の道路から通路等の現況平面図・断面図（協定線を赤線で記入。） 

□通路等平面図 

□法第４２条の道路と通じていることがわかる図面（通路から法第４２条の道路まで含め

て記入。） 

□敷地側及び通路等の反対側の側溝、塀等 

□協定幅員・現況幅員・両側の後退幅員・中心線から協定線までの寸法（一方後退は不要。） 

□法第４３条第２項第○号に基づく通路等（特定通路）（通路部分に記入。） 

□通路等断面図 

□通路協定図面に示されている箇所等後退線の根拠となる適切な箇所の断面 

□法第４２条の道路から敷地までに幅員４ｍ未満の箇所がある場合、当該部分の断面 

□通路協定図面に表されている部分の現況について、側溝・塀等 

□協定幅員・現況幅員・両側の後退幅員・中心線から協定線までの寸法（一方後退は不要。） 

□通路等境界線 

□⑻の現況写真を撮影した箇所（写真番号及び撮影方向を矢印で記入。） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑻ 現況写真（敷地、

通路等、建築基準法

上の道路） 

□通路等の全体がわかる写真（法第４２条の道路から通路等全体） 

□建築敷地の写真（建築敷地を赤線で記入。） 

※通路協定に入れた中心鋲の写真。 

□各写真の写真番号（通路等の現況図に写真番号及び撮影方向を矢印で記入。） 

⑼ 配置図 □敷地境界線（通路等境界線又は隣地境界線を赤線で記入。） 

□敷地内における建築物の位置及び用途 

□申請に係る建築物と他の建築物との別 

□敷地の接する通路等の位置・幅員・種別（例：法第４３条第２項第２号通路（特定通路）） 



□通路等部分の平面図 

□敷地側及び通路等の反対側の側溝、塀等 

 ※【要確認】敷地と通路の境界を明示するための側溝等の位置を記入。 

□協定幅員・後退後の幅員・反対側の後退必要幅員・中心線から協定線までの寸法（一方

後退は不要。） 

□原則、協定通路中心に鋲   

※一方後退などの場合は不要。 

□通路等境界線（協定線） 

□法第４３条第２項第○号に基づく通路（特定通路）（通路部分に記入。） 

□通路等部分の断面図 

□敷地両端・通路協定図面に示されている箇所等後退線の根拠となる適切な箇所の断面 

□通路協定図面に示されている部分の現況について、側溝・塀等 

 ※【要確認】敷地と通路の境界を明示するための側溝等の位置を記入。 

□協定幅員・後退後の幅員・反対側の後退幅員・中心線から協定線までの寸法（一方後退

は不要。） 

□通路等境界線（協定線） 

□隣接建築物の用途・構造・配置状況 

□土地の高低 

（BM、通路中心・建築物の周囲・敷地と敷地の接する通路等の境界部分等の高さ） 

□敷地境界上の門塀等 

（例：「通路境界線上に門塀等設けない」「補強コンクリートブロック造 H=○○新設 or 既設」

「H＝１２００超：控壁設置＠３４００以内」「塀等無し」） 

□屋根（樋先）ライン（例：「▼屋根ライン」） 

□真北方向の敷地境界までの空き寸法（例：「真北距離 有効○○」） 

□隣地境界線までの空き寸法 

□延焼のおそれのある部分（延焼線） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑽ 各階平面図 □延焼のおそれのある部分（延焼線） 

□開口部及び防火設備の位置 

□求積図に示す数値と同一の寸法線の数値（足し引きによる整合ではなく、同数値を記入。） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑾ 2 面以上の断面図 □軒の高さ及び建築物の高さ（最高の高さ、最高の軒の高さを記入。） 

□敷地境界線（隣地境界線又は通路等境界線を記入。） 

□道路斜線（樋・検討式を記入。）    ※立面図に示すことも可。 

□隣地斜線（樋・検討式を記入。）    ※立面図に示すことも可。 

□高度地区の斜線（樋・検討式を記入。） ※立面図に示すことも可。 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⑿ 2 面以上の立面図 □最高の高さ及び最高の軒の高さ 

□地盤面（▼ＧＬを記入。） 

□敷地境界線（隣地境界線又は通路等境界線を記入。） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⒀ 各面積求積図・表 □敷地面積求積図及び計算表   ※求積図寸法は平面図に示すこと。 

□建築面積求積図及び計算表   ※求積図寸法は平面図に示すこと。 

□各階床面積求積図及び各計算表 ※求積図寸法は平面図に示すこと。 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⒁ 仕上げ表 

（準耐火リスト） 

□許可条件で耐火・準耐火建築物が要求される場合：仕上げ表（準耐火リスト） 

□建築士免許番号・設計者氏名 

⒂ 道の関係権利者

の承諾書 

□承諾書（道の敷地となる土地の所有者・道の敷地となる土地に関して権利を有する者・道

を令第 144 条の４第１項各号に掲げる基準に適合するように管理する者） 

⒃包括同意基準チェッ

クリスト 

□包括同意基準チェックリスト 

□建築士免許番号・設計者氏名 



 


